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平 井 克 彦
1初 期の引当金論
「引 当 金」 を意 味 す るRUckstellungenとい う用 語 が ドイ ツ商 法 典 に導 入 され た の は,周知 の よ う
に,1931年の株 式 法 に よ って で あ る。 それ 以前 に は,1869年の ドイ ツ商 法 典 に おい て もRtickstel-
lungenとい う用 語 は 見 ら れな か った し,1870年の株 式 法 に お い て も,第239条a第3項 に,資 本
金 お よび準 備 金(Reservefonds)と更 新 資 金(Emeuerungsfonds)を貸 方 項 目 と して 表示 す る よ
　
う定 めてい るだけで引当金に関す る規 定は見 られなか った。
1931年の株式法 は引当金 とは どの ような ものであ るか を示 して はいない。 しか し,その規定 は非
常 に興味深 い ものであ る。 すなわ ち,こ の株式法 は,第261条a第1項Bに おい て消極側(貸 方)
に表示 すべ き項 目を次 の よ うに列挙 し,さ らに,同 条第3項4文 に おいて 「準備金,引 当金,価 値








すなわ ち,1931年株式法 は引 当金 とは どの ような ものであ るかに ついて示 してはいなか った けれ
ども,引 当金 を準備 金 と債務 との間に表示 す るよ うに求 めていた。株式法 が この表示方法 を求めた
こ とは当時 の会計実務 や会計理論 の影響 に よる もの であろ う。
この当時 の実務 におい ては,資 本 の性質 を もつ準備 金 と引当金 との区別 は十 分にな されていなか
った し,限 定 された意味 での引当金 とい う概念 が まだ十分 に見 られず,引 当金 は資本項 目であ る準
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備 金の一項 目として取 り扱 われていた。 また,当 時の会計理論 も引 当金 を負債 の概念か らアプ ロー
　
チ す る もの も多 か った 。
A.・静態 論にみる引当金概念
引当金 を表わす語 としてRUckstellungenとい う語が定着 したの は1931年の株式法 が この用語
くの
を導 入 した 頃 か らで あ る。 それ 以 前 に は 引 当金 は次 の よ うな語 に よ って概 念 規 定 が試 み られ て い た 。
Rtickste}lungen,RUcklagen,Reserven,Reservefonds,unechteReserven,falshReserven,Be-
wertungskonten,Anti寡pationen,Passiv-antizipationen.
ジモ ン(Simon)は,貸 借 対 照 表 の 主 目的 を財 産 状 態 の期 間 的 な概 観 で あ る とす る静 態 論 の 立場
くの
に立 って い る。 ジ モ ンは,そ の 目的 の た め に貸 借 対 照 表 の貸 方 に は負債(ForderungenundSchuld・
en)と資 本(Kapitalkonten)とを厳 密 に表 示 すべ き で あ る と考 えて い る。 そ こで,ジ モ ンは まず
し くの
資 本 項Eliを株 式 資 本(Aktienkapitalkonten)と準 備 金(Reservefonds)とに 限 定 し よ う とす る。 そ
して.,負債 に は確 定(feststellung)した負 債,見 積 り(ausgleichung)負債,未 決 の契 約(Schwe-
bendeEngangements).と偶 発債 務(eventuelleVerbindlichkeiten),・決 算 取 引(Zeitgeschafte)
'によ る負 債
,保 証 債 務(Gerantiefonds),契約 した建 築 補 償(Baupramien)に対 す る債 務,生 命
くの
保 険 会 社 の賠 償 準備 金(Pramienreserven)などを属 させ るべ きで あ る と して い る。
くの
ジモ ンの時代 には,資 本 と負債 との厳密 な区別がな されていなか った。 これは ジモンの時代 だけ
のこ とで はないか もしれない。今 日で も,引 当金 を論 ず るに当 って,本 来 は資本項 目に属す る もの
を引当金 として取 り扱 お うとして引当金 を拡 大解釈す る者が見受 けられ る。 ジモンの時代 には今 日
の拡 大解釈論 とは反対 に,負 債 に属す る と考 えられていた ものが資本 の中に まぎれ込んでいた。 そ
のために,ジ モンは財産状態 の概観 とい う静態論の立場 か ら,負 債が資本項 目の中に まぎれ込 む こ
とを批 判 し,準 備金 として資本 の中に ひ とまとめに表示 されてい る負債 を資本 か ら排 除 しようと考
えたのであ る。 そこで,ジ モ ンは準備 金 を純 粋の準備 金(echteReservefQnds)と純粋 でない準備
金(unechteReservefonds)とに区別 すべ きであ ると主張 す る。 すなわ ち,ジ モ ンがい うところの
純粋 でない準備金の うちには ジモンが負債 であ ると見 る引当金 が含 まれ てい るので,ジ モンは準備
金 といわ れてい るもの の うちに まぎれ込 んだ似非準備金 であ る引当金 を準備金 の うちか ら排除 しよ
うと考 えたのであろ う。 これは,今 日,準 備金が 引当金 の うちに まぎれ込 んでいて,引 当金 の うち
か ら似非 引当金を排 除 しよ うとす るの と丁度反対の考 え方 であ る。
ジモ ンに よれば,準 備金 とい うのは会計上 の慣用語 であ り,特 定の 目的のた め に準備す る(re-
sevieren)とい う意味に 由来す る。 しか し,そ れは資本勘定 を表現 するばあ いの用語法 とは異な る
ゆ
とい う。 ジ モ ン は 資 本 勘 定 と し て の 準 備 金 は 利 益 準 備 金(Gewinnreservefonds)と資 本 準 備 金
ゆ
(Kapita!reservefonds)等に 限定 すべ きで あ る と考 え て い る。 す なわ ち,ジ モ ンは本 来 の 準 備 金 を
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ゆ
資本勘定に 属す るものだけに限定 すべ きだ とい うのであ る。 ジモンが この ように主張 するのは,先
に述べ た ように,この時代 には,本来 その ように表示 すべ きではないに もかかわ らず,多 くの貸方項
　
目が準備金 として表示 されて いたか らである。
ジモ ンは,引 当金 を論 ずるに 当 って,準 備金 を純粋 な もの一 一資本 項 目に属す る もの一 と純粋
でない もの とに区別 す ることか ら始 め る。 ジモンは純粋 でない準備金 が純粋 な準備 金 と どの ように
異な るか について説明 す る。 ジモンは 「純粋 でな い準備 金の設定 は企業 の任意に よるものではな く
て,貸 借対照表 に資産 お よび負債 を表示 すべ きであ るとす る法的 な強制 に よるものであ るか ら,定
　ラ
款 をもって その設定 を行わないな どと定 める ことは認 め られな い。」 と述べ てい る。 すなわ ち,ジ
モ ンは資産お よび負債 の完全表示 とい う静 態論 的立場か ら純粋そない準備金 はその設定 が強制 され
る ものであ るとす る。 さらに,ジ モ ンは,純 粋 でない準 備金 について,1891年の英 国高等裁判所 の
判例 を用いて 「……その額 は利益 か ら処分 され るべ き もの ではな く,利 益 が算定 され るよ りも前 に
ロの
設 定 され るべ きものであ る。」 としてい る。 ジモ ンは,こ の ように純粋 でない準備金 は損 益計算過
程か ら生 ずる ものであ る点 に'おいて も資本項 目に属 する純粋 な準備金 と区 別 され るとす る。
ジモ ンは,準 備金 を純 粋な準備金 と純粋でない準備金 とに分 けた後 で,純 粋でない準備金 を次の
ゆ
二つのグループに区別 して,引 当金 の概念 を求 め ようとする。
(a)特定 の資 産の価 値に係わ る もの
(b)ある契約(Engangements)の価イ直ない し偶 発債 務について予測 され る損 失に係わ るもの
ジモ ンは(a)の項 目について次 の ように説明 してい る。 「更新資金 は,そ れが評価 に役立 ち,資
産 の積極側 に行 われ る評価 を限定 す る項 目であ る点 において前 に述べ た諸顎 口(負 債 と資本勘定)
く　　
と異な る。 それゆえに,こ れは 『評価 勘定』で あ り,」(b>の項 目 とは異な る としている。 すなわ ち,
(a)の項 目は価値修正項 目で あるの で,引 当金 ではな く,ジ モンは(b)の項 目を引当金 と見て検討 を
進め て い る。一 わが国の企業会計原則 が昭和57年 以前に は引当金 を評価性 引当金 と負債性 引当
金 とに区別 し,多 くの論者が評価性 引当金 を価値修 正項 目であ る として,引 当金の範疇 か ら除 こう
とした考 え方 は初期 の ドイツ引当金会計論の時代 に も見 られた考 え方 であ る。
ジモンの ように準備金 を純粋 な もの と純粋 でない もの とに区別 し,そ の後 で引当金 を検討 す る見
方は他 の論者 に も見受 け られる。 た とえば,レ ーム(Lehm)は準備金 を純 粋な もの と純 粋でない
もの とに区別 し,そ の後 で,純 粋 でない準備金 を償却 資金(Abschreibungsfonds)と貸方予先頃IJil
ロの
(Passivantizipationen)とに区別 してい る。
ジモ ンは,準 備 金 を純 粋な もの と純粋 でない もの とに区別 し,前 者 のみ を資本項 目'として限定 す
る。 そ して,純 粋でない準備金 を価値修正項 目 と引当金 とに区分 す る。 ジモ ンが この ように準備金
を区別す るのは,先 に述べ た ように,資 本項 目と負債 の性 質 をもつ と見てい る引 当金 とを区別 し,
負債 の性質 を持つ と見 る引当金 を資本項 目か ら排 除 しようと考 えたか らであ る。 ジモ ンは両者 の区
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別 はな かなか困難 であ る としなが らも,両 者 を次 の ように区別 してい る。 た とえば,建 築会社 が道
路舗装 や下水 設備 につい て特 別の準備金 を設 け る.とすれ ば,こ の準備金は純粋 な準 備金であ るが,
一般の企業 が舗 装 や下水設備等 の設置条件 を分割購入者 に対 して負 うとすれば,特 別の準備 金は分
ゆ
割購入者 に対 する見積負 債 である。 ジモンは この見積負債 にな る準備金 は本来 の準備金 か ら除 くべ
きであ る とし,引 当金 を一種 の負債 と見 るのであ る。
ジモンはRttckstellungenとい う語 を用い ては いない。 しか し,第 三者に対 する法的債務性 が将
ゆ
来の支出 を もた らすか ぎ り,未 確定 の債 務お よび未決取 引か ら生 ずる損失の貸方 計上 を求めてい る。
ジモ ンは引当金 を将来 に生 ずる可能性 があ る債務 について返済 しなけ ればな らない価値 または予測
され る損 失であ る とす る。 この ように,引 当金 を負債 の概念 に よって アプ ロー チし ょう とす る論者
は他 に も見 られ る。静態論者 として知 られ るパ ッソウ(Passow)も「保証義務 のために生 ずる将来
の請求 につ》・て見積額 が計上 され るが,そ れは性 質か ら判断 して純 粋の債務 として取 り扱 われ る。
　
見積額は 正常な額 であれば負債で あ るが,過 度な分は純 粋の準備金 であ る。」 と述 べてい る。 同様
に,ゲ ルス トナ ー(Gerstner)も「純粋 な引当金ない し貸方 予先項 目は純粋 に負債 であ る部分のみ
が引 当金 として貸借 対照 表に表示 され るべ きであ る。 しか し,そ れ を超 える金額 は純 粋の準 備金 と
　
して表示 され るべ きであ る。」 として引当金 を負債概念 でアプ ローチ してい る。
静態論 か らいえば,引 当金 は法 的債 務性 とい う点 か らアプ ローチ されてい る。 引当金 を法 的債務
性に限定 す ることは今 日では受 け入れ られな いこ とであ る。 しか し,静 態 論は負債 の完全 表示 を求
めてい るの で,将 来 の支 出 とい うこ とを強調 して引当金 を負債概念 をもって性 格 づけ ようとしたの
であろ う。
B・ 動 態論にみ る引当金概念
動態論者 として名高 い シ ュマ ー レンバ ッハ(Schmalenbach)は,1919年にRtickstellungとい
う語 を用 いて引当金 を説明 してい る。 シ ュマ ー レンバ ッハは次 の ように述 べてい る。
「支 出 よりも前 の期に費用 が生 ず るな らば,貸 借 対照表土の調整 は貸方 に よって行 われ る。……
R菰ckstellungとい う語 は まだ支 出 されてい ない費用に対 して用 い られ るばか りでな く,利 益 の
一部が社 外に流 出 され ず,何 かの理 由で 主た る資本勘 定 に記載 されないばあい,… …すなわ ち,
いわゆ る積立金 とレて記載 され るばあい に も用 い られてい る。両者 は全 く異 なる性質 の ものであ
る。 利益留保 ない し主た る資本勘定 として記載 されない(積 立金 として記載 され る)Rtickstel・
lungは資本項 目を構成 す る。 これに対 して,支 出が まだ済 ん でいない費用 についてのRUckstel-
lungは負債 に近い性 質 を もつ貸方項 目を構嘆ず る。保険会社 において,資本 が保 険準備金 と区別
され るの と同様 に,予 測 費用(Voraufwand)の支払 引当金は資本 と区別 され る。一 ・・貸借対照表
の貸方 は単 に資本 と負債 か ら成 ってい るわ けではない。将 来の支 出を示 すすべ ての勘定 はむ しろ
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負債 と同等であ る。」
シュマー レンバ ッハはRttckstellungとい う概念 には積立金 にな るもの と引当金 にな る もの とが
含 まれてい るとい う。 そ こで,シ ュマ ー レンバ ッハはRtickstellungを積立 金に該 当す る もの と引
当金に該当す るもの とに区別 しようとす る。 ただ,シ ュマー レンバ ッハは引当金 を支 出が まだ済 ん
でいない費用であ り,負 債に近 い性質 の ものであ ると規定 してい るので,引 当 金 と伝 統 的な項 目
(計算限定項 目)と の区別が明 らかではない。
ここで,シ ュマー レンバ ッハは鉱害 に関す るRtickstellungを例 に出 して,そ れが引当金に該当
す るばあい と準備金ない し積立金に該 当す るもの とに区別す る。すなわ ち,鉱 山埋 蔵物 を採掘す る
際に発生す ることが予測 される鉱害 に対 して設定 されるRtickstellungは準 備金 ない し積 立金では
な くて引当金である とす る。反対 に,鉱 害の可能性が存在 しない に もかかわ らず誤定 されたRttck一
　
stellungは引 当 金 で はな くて 準 備 金 な い し積 立 金 で あ る とす る。 また,シ ュマ ー レン バ ッハは 設 備
資 産 に つ い て の減価 償 却 累計 額 を引 当金 の うちに 含 め て い る。 この項 目は1931年の株 式 法 で は 引
当 金 で は な い と され,価 値修 正 項 目 とい う用 語 が 当 た る と され て い た もの で あ るが,シ ュマ ー レン
バ ッハは株 式 法改 正後 の 動的 貸 借 対 照 表 論 策7版(1938年)に お い て も その 主 張 を変 えて い な い 。
フ ィ ッシ ャ ー(Fischer)もまた 引 当 金 を期 間 予 測 計 卸 商 か ら と ら え よ うとす る動 態 論 者 で あ る。
1908年,フ ィ ッシ ャーは次 の よ うに 述 べ て い る。 「損 害 に つ い て のRtickstellungは,過度 に 設定
され な い か ぎ りReserveでは な く危 険 見 積 り(Gefahrenbewertung)であ る。 この よ うなRtick-
stellungは資 本項 目で は な い 。 それ ゆ え,そ れ は 資 本 と区 別 す べ き で あ る。 た だ,そ れ は 経 済 的 な
性 質 か ら判 断 して純 粋 な貸 方項 目で あ る こ とは確 か で あ る。 、しば し ば,そ れ に つ い てResesveと
　
い う語 が使わ れているが,そ れは用語法 の誤 りであ る。」 すなわ ち,フ ィッシ ャーは見 積 費 用 と し
て引当金 をとらえてい る。
フ ィッシ ャーは期間損益の平 準化 とい う面 か らや や特殊 とも思える ような例 をあげてい る。 フ ィ
ッシャーに よれば,船 会社 は海難事故か ら,鉱 山会社は出水事故:から,工 場 は ス トライキか ら,そ
れが特定の期だけに限 らず一定 の頻度で繰 り返 され るときには財 産上の損 失 を こうむる ことにな る。
これ らの損害に よる事態 は特殊 な負担 の性格,す な わ ち,資 産の増価(収 益)に 関係す る負担の性
格 を有す る。利益 を獲得す るとい うこ とは経営活動に関係す る損失 を考 えに入 れな くては不可能 で
あ る。 これらの損失は その発生時 を通 して個 々の期間 の収益 と異な って形成 され る。 これ らの不均
衡 は,こ の方法に よって正 当化 されないけれ ども,利 益 の獲得 と不可避 の関係にあ るこの種 の財産
損失 を各期間に平均化 しなければな らない。 それゆえ,春 期 に損失 が配分 されなければな らない と
¢9
い うので あ る。
ラ イシ ュ ・ク ラ イ ビヒ(ReishundKreibig)も比較 的 早 くか ら引 当 金 に つ いv(論 じて い た 。 彼
らは1909年にr貸 借 対 照 表 と税法 』 とい う著書 の 中 で 貸 方 予 先 項 目(Passiv-Antizipation)とい
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う語 を用 いて引当金 を次 の ように説明 してい る。 「将来 において生 ずるおそれがあ る損失 に つ い て
　
準備 が問題 にな る。 この準備 において貸:方予先:項目が存在 す る。」 すなわ ち,彼 らは貸方 予先項 目
とい う語 で説明 してい る ように,引 当金 を費用 の予見 として とらえてい る。 さらに,彼 らは貸方予
先項 目と評価勘定 と準備金 とを区別 して次の ように述べ て い る。 「準備金は積極 財産 に よって実際
の純財産増加 と考 え られる。 それは実際の純財産増加 とな らない評 価勘 定 とは異な る。評価勘 定は
過大な積極財 産 をその真 の価値:に修正す る役割の ものであ る。 したが って,評 価勘定 は純財産 め真
　
の増加 とな る ものではない ……。」「貸方 手先項 目は……積極財・産 の一部 を企業 内に拘束 す る点 にお
いて準 備金 と同 じであ る。 しか し,そ れは企業の純財産 の構成要素 ではない点 において準備金 と異
な る。……」 「予先 的準備(anti2ipativeVorsorge)1よ経済的な考察に よれば1当 期 が 負 担 すべ き
であ るか ら,予 先項 目め貸方計上は損益計算書お よび貸借対照表の締 切前 に行 われ る。 これに対 し
ゆ
て,純 粋の準備金 は純 利益 があ るばあいにのみ計上 され,そ れに よって裏付 け られ一る。」 すなわ ち,
引当金 は損益計算 の過程 において費用 を予見計上す るものであ って,準 備金 は利益計算後に計上す
る もの である とい うの であ る。'
彼 らは1930年の第4版 で は,す で に生 じた損益 と将 来に生 ずる損益 ゐ計 画的配分 を複数 の朝開
に行 うとい う日的 を持 ったErforgsregulierungsbostenとい う項 目めな か で引当金 を取 り扱bて
　
い る。彼 らは 「貸方予先項 面 こついて,将 来 に予測 され,準 備額 に よって前年度 に負担 され る費用
　
(損失)を 問題 にす る。」 こ こで,彼 らはRUckstellungenとい う語 を用 いて,次 の ように述べ てい
る。 「準備金 と貸方 予先項 目 と評価勘定 とは一所 に,価 値損失(費 凧 損失)に ついて のRttckstel一
.lungenとして貸借対照表 の貸方に表われ る。 ・一 ・しか し,準 備金 は利益か ら設定 され るもの であ
るのに対 して,貸 方 予先項 目と評価勘定 とは収益 か ら設定 され るものであ る。評価勘定 はすでに生
じた もの,貸 方 予先項 目は まだ生 じていない もの,準 備金 は将来 の可能性の ある ものであ る。経済
　
的には評価勘定は価値ll多正項 目,貸 方予先項 目は負債,準 備金 は純財産 であ る。」 ここで も,彼 ら
は引 当金 を まだ生 じていない もの,す なわ ち,将 来に予測 され る費用(損 失)で あ って,こ の費用
(損失)が 前年度 に負担 され るもので ある と述べ て い る。 動態論は 引当金 を負債 とか第三者 に対す
る義務 とい う点 か らアプ ローチす ることは しない。あ くまで も,期 間損益計算 とい うことを念頭 に
おいて,費 用 の予見計算 とい う面か ら とらえるのであ る。
C.判 決にみ る引 当金概念
引当金 に関す る判決 として最 も有 名な ものは1929年12月17日の財政裁判所 の判決 で あ ろ う。
この判決は 「確実 に起 るが,将 来 の年度 に属す る支 出に関す るRifckstellungは純粋 な準備 金であ
吃 課 税利益 に加 算 され るべ きであ る。 これに対 して,決 算 日にはすでに存在 してい るが,そ の金
額 がな お確定 してい ない負債あ るいは損失 の評 価はRUckstellungであ る。」 と述べて い る。
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すなわ ち,こ の判決は,決 算 日に存 在せ ずに将来 の年度 に属 する ものはた とえRttckstellungとい
うとして もそれは引当金 ではな く準備金 であ るとする。 また,こ の判決 は引当金 は期間損益 計算の
過程 において現わ れ るものであ って,利 益算定後 に積立 て られる準備金 と異な る もので,決 算 日に
すでに存在 しているが,金 額 だけが未確実 の負債 あるい は損失であ る と見 てい るのであ る。 この判
決 は引当金 について負債 を問題に する点 において静態論の,損 失 を問題 にす る点 において動態論 の
影響 を受けてい る。
上記 の判決 以前 にゐ多 くの判決 が見 られ る。た とえば,1919年11月19日の判決は 「将来 の支 出
についてのRttckstellungは原則 として損金計上可能 な もの(steuerfrei)として取 り扱 う こ とは
で きない。」 と述べ てい る。 この判決 に よる と将来の支 出につい てのRUckstellungは当期の損益
計算 に参加 させられない ものの ように解 される。 すなわ ち,将 来の支出についてのRUckstellung
は引 当金 でない,と い うことにな って し まってい る。 しか し,.判決 は他 の箇所 では 「費用 が その期
に生 じているな らば,そ の期は将 来の期の支 出を負担 す ることにな る。」 とも述べ てい る。 この一
見矛盾 するかに見 える判決についてヘ ルペンスタイン(Helpenstein)は,その期に負担 すべ き費用
でない将来の支 出についてのRttckstellungは損 金に算入 すべ きでない と述べ てい るのだ との注釈
　
を加 えて,「た とえ債 務性 がな くて も費用が原 因す る年度 が費用 を負担 すべ きであ る。」 と解説 して
い る。同 じような判決が1927年12.月6日に も出 されてい る。 この判決は 「予測 され る将来 の損失,
支 出,修 繕等 についての貸方計 上は損金不 算入 となる積 立金 とみ られ る。」 と述べ ている。 この判
決 も単 にr将 来』 の支 出ない し損失 とい うだけでは引当金 の設定対象 とな らない,と 述べてい る。
財政 裁判所 は,r将 来』 とい うこ とについて,そ れに係 わる支出ない し損 失 を確実 に計 算で きない
が
漠然 とした状況 を念頭 に置いてい るの であ ろ う。1926年7月7日 の判決 にあ る よ うにr将 来』 で
　
あ って も当年 度に それ相当に予測可能 な ときには引当金 を設定 できる としている。 すなわ ち,1919
年,1926年,1927年の判決は引当金 について債務性 の有無 を問 うこ とな しに,引 当金 を将来 の予
測 に係 わ るもの である とし,さ らに,将 来 の損失 ・費用が当期に帰属す るもの とみてい る。 これ ら
の判決 は引当金 を債務性 を まった く問わ ずに期間損益計;算の見地か ら とらえてい る点に おい て動態
的 であ る。
さらに,1925年1,月28日の財 政裁判所 の判決は次 の ように述べ てい る。「訴訟 中の支払保証金に
ついてのRUckstellungは次の理.由があ るばあいには設定が認 められ る。事業年 度の経過後 に最終
的な解決策 が示 され る ようにな る訴訟 が取 り扱 われてい るばあい。財政 裁判所 の定 まった判決 に よ
れば,予 測 され る解決 案は未決訴訟 について,貸 借対照表 に貸方項 目の設定 を正 当 と認め るこどが
で きる。」 と述べてい る。 この とき,財 政裁判所は,引 当金の要件 として,引 当金 に法 的債務性 を
問題 に していないが,予 測 の確実性 とい うことに こだわ りすぎていて,経 済的原因 を無 視 してい る。
財政 裁判所 が,将 来 の債務の経済的原因の時点 を受 け入 れ た の は1925年4月1日 の判決 か らで
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あ る。 そこでは .「負債 が経済 的に関係 のあ る期の経 営費用に属 する とい う考 えは,決 算 日にすで に
認識 され る損失 を考慮 す るに当 って用 い られ る。」 この際,同 時に,財 政裁判所 は慎 重な商人の慣
習 に必 らず しも同意 してい るわけでな い として次の ように述べ て い る。 「決算 日にな お生 じていな
い か,法 的 には疑 わ しい債務 が予測 され る金額で貸方 に取 り上げ られ,ま た,特 に未決訴訟か ら生
ず る損失 が相 当の貸方項 目の設定 を考慮 され るこ とは慎 重な商人 の正規 の簿記 の諸原則 に一致 する。
その設定が慎重な商人の慣習 に一致 す るゆえに,商 人 の立場 か ら求 め られ るRifckstellungは損金
不 算入 のReserveの性質 を失 っていない。 しか し,負 債 が経済 的に関 係のあ る年度 の経営費用 に属
す る とい う考方 は決算 日にすで に認 められ る損失 のRttckstellungを認め るばあい に適 用 されう。」
経済的原因が 当期に存在 す る ものは引 当金 であ るが,な い ものはReserveであ るとし て い る。 た
だ,財 政 裁判所は負債 を問題 に してい る点 において静 態論的 である。
1931年1月15日の判決 は次 の ように述べ てい る。「要求 が債 務性 をもって計算 す る必 要がある か
ぎ り,商 人は,貸 方項 目の設定 に よゲ と貸借対照表 の表示 において,過 年 度に生 じた出来事か ら生
じた要求 を考慮す る必要が あ る。支 出が決算 日に訴訟 された方法 において決定 されないか どうかに
よって決 まらない し,ま た,契 約上 の方 法 において契約 が行 なわ れ るか どうかに よって も決 まらな
い。 また,支 出の額 がすでに決定 してい るか ど うかに よって も決 まらない。正規の簿記の原則 か ら,
過年度 には確実性 を もって生 ず るが,な お確定 してな いで,'その金額 が未確定 な損 失 を見積額 に よ
って貸借対照 表に貸方項 目として表示す るこ とにな る。」 すなわ ち,将 来 に確実 に生 ずるが,な お
金額 示未確定 な損失 につい て引当金が設定 され るとい うのである。
財政裁 判所 は,.1920年7月5日には,す で に,未 決取引 か ら生 ずるおそれがある損失 の貸借対照
表計上 について原 則 を展開 して い る。 「継続 中の契約がすでに商人の権 利 ・義務の上 に成 り立 って
い たな らば,決 算 口の商人 の財産状態 はすでに損わ れてい るか ら,商 人 に とってすで に生 じてい る
財産の減少 を貸借対照 表に表示 して さしつ かえない。」同 じように,単 に道徳 的に負 って い る債務
を貸借対照表に計 上す るこ とが1932年10.月12日の判決 に おいて認 められ た。 それは,法 的債務
の存在 が貸方計上の必然的な前提 であ るの ではな くて,商 人 が道 徳的な理 由で,弁 済 の約束 か ら逃
れ られない場合 に も十分 に貸方計 上で きるとい うものであ る。
総 じて財政裁 判所 が独 自の引 当金概念 を展開'して きたのは確かであ る。動的貸借対照表観につい
　





と,一 般 に,前 者は価 値修 正項 目に該 当す る もの と考 えられてい るので,1931年の株式法 にい う弓
　
当金 は負債性 引当金 を念頭に置いていた もの と考 え られ よ う。 こ うした考 え方 を反 映 して,1937辱
の株式法 は第131条第1項BIVに おい て,引 当金 をr未 確定負債 に対 す る引当金』(Rttckstellung
fttrungewisseSchulden)とい う語 をもって規定 してい た。 また,第2項 では 「当年度 に設定す る
引当金は,す でに当年 度の貸借対 照表に計 上 されていな ければな らない」 と規定 していた。すなお
ち,第1項 では引当金 を負債に対 す るものであ る ことを明確 にす るとともに,第2項 では引当金は
Rttcklagenとは異な り,期 間損益計算過程で設定 され るものであ る として,準 備金 との性質 の違い
を明確に してい る。
1937年株式法 は未確定債務 に対 す る引 当金(RttckstellungenfttrungewisseVerbindlichkeiten)
についてだけ規定 を設 けていた。 この ことか ら,立 法 者は債務性 のない費用性 引当金 を株式法上 の
引当金 か ら除 外 しようとしたのだ,と い う推論 がな されていた。 だが実務 におい ては,引 当金 を未
確定債務 に対 す る引当金 だけに限定 す るとい うような ことはなか った。 この規定は未確定債務 に対
す る引当金以 外の引当金 を貸借対 照表に計上 してはな らない と言 ってい るわ けではない,と い う解
　
釈論が展開 された。 この解釈 に よる と,未 確定債務 に対 す る引当金 だけに限定 せずに,引 当金概念
ゆ
を もっと拡大 化す ることは正規の簿記 の諸原則 か ら要 求 され る,と い うの である。 ア ドラー ・デ ュ
ー リング ・シ ュメルツの コンメンタールでは,未 確定債務 に対 す る引当金 のなかには債務性の引 当
ゆ
金 と並 んで費用性 ・損失性 引当金 も含 まれ ると説 明 されてい る。 さらに決 定的 であ ったのは最高財
政裁判所 の判決 であ った。
最高 財政 裁判所 は,引 当金 の貸借対照表計上 について財政裁 判所 の判決 を根 本的 に くつが えした
すなわ ち,最 高財政裁判所 は1948年2月28日の判決 で 『経済財』 とい う概念 を導入 した。 これに
よって,引 当金 は第 三者 に対 する未確定負債義務に対 してのみ設定 され るものではな く,企 業 の評
価 可能 な負担 すべ てに対 して設定 されるものであ る と規定 され るこ とにな った。最高 財政裁判所 は
ゆ
費用性引当金 を も包含 した 引当金概念への重要 な一歩 を歩 み 出した。
さらに,1950年に設立 された西 ドイツ財政裁判所 は,最 高財政裁判所 に よって展開 された原則 を
用いて,1951年6月26日の判決 において,ま ず,、採石会社 の土砂除去 についての引当金 を負債 義
務に基づ くもの としてではな しに,も っぱ ら正 しい費用配分に役立つ貸方項 目として計 上す ること
を認めた。 この点 を1955年7月19日の判決 は確 認 して次 の ように述べ て い る。「財政裁判所 の古
い判決は,特 に民法 上の債 務 を重視 していたけれ ども,そ れ以降の判決 は前の判決 を放 棄 した。評
価可能 な負担 とい うだけで十分であ る。」 すなわ ち,西 ドイツ財政裁判所 は 「所得税法の原則 や動
的貸借対照表観 に従 えば,費 用は原則 的には,費 用が経済的 に帰属 し,そ の年度 の収益 と経済的に
　
結 びつい てい る年度 に算入 され るべ きであ る」 と見 てい るのであ る。
この ような動的貸借対 照表観 に基 づ く引当金概念 の導入 に一定 の歯止 め をか け よ う と した の が
68一 一 経 営 論 集 一
ゆ
1965年の株式法 である。 この株式法 は第152条第7項 において引当金 を次 の ように規 定 した。
「引当金 は未 確定債務 につい て,ま た,未 決取 引か ら生 ず るお それがあ る損失につい て設定 す
るこ とがで きる。
さらに引当金 は次 のものについて設定す るこ とがで きる。
1.当 期に おいて中止 されたが,次 年度 において行わ れ る修繕 または土砂 除去のため の費用
2.法 律 的な義務 な しに生 ずる保 証
これ らの引当金 は その 目的 を明示 して個別 に表示 されるべ きであ る。 上記 以外の 目的 で引当金
は設定 され るべ きではない。」
これ らの限 定列挙 され た引 当金の うち,未 確定債務 に対 す る引当金 は1937年株式法 の 不確実負
債 に対 する引当金 と実 質的 には同 じもの であろ う。 また,未 決取 引か ら生 ずるおそれがあ る損失 に
対 す る引当金は,解 釈上 は上記 の不確 実債務に対 す る引 当金に含 まれ る もの と考 え られていた。 こ
の点 につい て政府草案理 由書 は次 の ように述べ てい る。
「第7項 第1文 は,引 当金 のための概念規定 を与 えてい るが,そ れは株式法 の それか らは外形
上 はみ出 してい る。1937年株式法 は 『不確実な負債の ための 引当金』〔Rtickstellungenftirun・
gewisseSchulden〕とい ってい る(株 式法 弟131条第1項BIV)。 草案は,こ の概念 を,r不確
実 な債務の ための引 当金 お よび未決取 引に よ り生 ず る恐れ の あ る損失 の た め の引当金 』〔Rttck-
stellungenftirungewisseVerbindlichkeitenundfitrdrohendeVerlusteausschwebenden
Geschaften〕に拡大 してい る。 しか し,事 柄の性 質上,そ の中には,1937年株式法か らの何等 の
相 違 も横 たわ るこ とを許 さな いであろ う。何 となれば,1937年株式法 につい て もまた,未 決取 引
に よる損失 のための引当金が,株 式法弟131条第1項BIVの 中に入 ることは,一 般に認め られ
　
てい るか らで ある。 ……」
未 確定債務 に対 する引当金 と未決取 引か ら生 ず る損失に対 す る引当金 とが1965年の株式法 か ら
引 き継 だ ものであ るのに対 して,中 止 された修繕 お よび土砂除去 費に対 す る引当金 と法 律上の義務
な し行 う保証 に対す る引当金 とは1937年株式法にはみ られなか った引 当金 であ る。 これ ら後 二者
の引当金は政府草案 には含 まれていなか ったが,税 法上計上が認め られてい る と こ ろ が ら1965年
株式法 に採 り入 れられ たのであろ う。 この事情について連 邦議会法律 委員会報告書 は次 の ように述
べ てい る。
「他方,政 府草案 を超 えて,支lliしなか った修繕 費用のため,行 われなか った土砂 除却 〔Abra-
umbeseitung〕のため,お よび法律上の義務な き担 保給付のための引 当金 もまた,許 容 され るこ
とが必要 と思わ れた。 これ らの 目的のための引当金は現在,税 法 上は承認 されてい る。企業 は こ
の税法上の状態 の上 に身構えてい る。 しか し税 務貸 借対照表が商 業貸借対照表に従 うとい う原則
に よれば,こ の税法 上の承 認は,こ の引 当金が商業貸借対照表におい て積 立て られ るこ とが許 さ
一一一一 ドイツ引当:金輪 と貸借対照表観 心69
ゆ
れないな らば,そ れ を税法上承認 す ることは危険 であろ う。 ……」
政府草案 は後二者 の引当金 を採 用 したい とは考 えていなか った。基本的 には負債 の性質 を もつ と　
見 られてい る引 当金 だけを求めていた。しか し,税 法 との関係 か ら ドイツにおいてAufwandsrtick
stellungenと呼 ばれてい る後 二者 の費用性 引 当金 を も採用 す ることにな ったのであ る。前二者の弓
当金 と後 二者 の引 当金 とは よって立つ貸 借対照表機 が異な る。前 二者は静態観 を よりどころに し表
ものであ るのに対 して,後 二者は動態観 を よりどころにした引当金であ る。株式法 は費用性 引当盗
を採用 した点で動態的 ではあ るが,そ れはあ くまで も例 外的に採用 してい るだけで,静 態的 思考}こ
基 づいてい る。
1965年の株 式法改正後,引 当金 の貸借 対照表計上 に対 す る西 ドイツ財政裁判所 の判決 の中に明 ら
かな変化 が生 じた。西.ドイ ツ財政裁判所 は これ まで 自身 が行 って きた引 当金の動的な解釈か ら離 れ
ようとしてい る。 西 ドイツ財政 裁判所は1965年の株式法 では費用性引 当金 を例外 の範 囲内 で の あ
認 め,先 の財政 裁判所の時 代 と同 じよ うに,「未確定 債務」 とい う基準 を引 当金概念 の中心的な適
味 において い る。 その ために,最 高財政裁 判所 が引当金 の貸借対照 表計上 に対 レて動的 に展開 して
きた 「消極 的経済 財」 とい う概 念ない し 「それ 自体 評価可能 な負担 」 とい う概念 は意味 を失 って し
ゅ
・まってい る。
1965年株式法 に 「未確 定債務」 とい う語が見 えるが,西 ドイツ財政裁判所 は,こ れについて 「禦
ゆ
三 者 に対 す る義務」 の存在 を要 求 して いる。ただ,西 ドイツ財政裁 判所 のい う 「第三者に対 する義
務」は債権者の存在 を前提 とす る負債 だ け を念頭に おいてい るわけではない。西 ドイ ツ財政裁判所
は義務 の根拠 に関 して寛大 な態 度 を とってい る。 すなわ ち,債 務 について,民 法上 の債務だけ を問
題に してい るわ けではない。 さらに正確 に言えば,西 ドイツ財政 裁判所は,正 規の簿記 の諸原則 か
ら経営者 が避け て通れない と思 ってい る道 義的な義 務の存在 も引当金計上 の十 分な根 拠 を示 してい
る と見て いる。純粋な経済 的義務 と道義的 な義務 とを同列に 置い てい る。西 ドイ ツ財政裁判所に よ
れば,「 第三者 に対 する義務」 は第三者 に対 す る弁済 義務 に限定 され るものではな く,一 般にな さ
　
れなければな らない義務 とい う意味 で ある。 したが って,「未確定債務」 に対す る引当金 は必 らず
し も負債 としてアプ ローチ され るものではない。 しか し,「第三者 に対 す る義務」 とい う見方 に静
態論的 な考 え方 を色 濃 く残 してい ると言 え よう。
皿1985年商法典 と引当金概念
1985年12月19日に発布 された貸借対 照表指令 法 に よって ドイツ商法典に おけ る引当金規定の修
正 が行 われた 。この法典制 定作業 は欧州共 同体(EuropaischeGemeinschaften,以下,EGと い う)
の域 内諸 国の会計法 の調和 を計 った欧州経 済共同体(EuroptiischeWirtschaftsgemeischaften)条
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約第54条3号9を 満 たすために行われ た。 これに先 立 って,EG理 事会は1978年に第4号 指令
「資本会社 の年度決算書 」 を公 表 して ドイツ法 をこれに適合 する よう求 めていた。.
1985年の ドイツ商法 典は第249条に おい て引当金 を次 の ように規定 してい る。
「α)引 当金 は未確定債 務につい て,ま た,未 決取 引か ら生 ずるお それがある損失 につ いて設
定 しなければな らない。
さらに引 当金 は次 の ものについ て設定 しなければな らない。
1.当 期 において中止 されたが,次 年 度3ヵ 月以 内に行 われ る修繕 のための費用,ま たは,
次年度 に行 われ る土砂 除去の ための 費用
2.法 律の義務 な しに生 ず る保証
な お,修 繕 引当金 については,修 繕 が第2文 第1号 に よる期間経 過後 で もその期の うちに行
わ れ るばあいには設定 す るこ とが できる。
② 引当金 は,そ の ほかに,そ の性質が明確 に規定 されていて,当 営業年 度ない し当期以前の
営業年度 に帰 属す る費用 で,決 算 日に確定 的 ない し確実性 が あるが その金額 ない し現 実化の
時点 が未確定 の もの につい て設定 す ることが できる。
(3)第1項お よび第2項 に示 された 目的以外の ものについて引 当金 は設定 され るべ きではない。
引当金 はそれについての根 拠が消滅 したばあいに限 って取 り崩 す ことがで きる。」
第1項1文 は第4号 指令第20条1項 に対応 した もの である と同時 に,2文 とともに1965年株式
法か ら引 きついだ ものであ る。第3文 の費 用性引 当金は第4号 指令第20条2項 の規 定 に よってEG
加盟 国の裁量権 に基 づいて新 らし く定 められた ものであ る。
1985年の新商 法典 の引 当金規定 と1965年株式法 の引当金規定 とを比較 してみ ると,前 者 の条文
には未確 定債務に対 する引当金お よび未決取 引か ら生 ずるおそれ があ る損失 に対 する引当金 につい
て 「設定 しなければな らない」(zubildensind)とい う表現が使用 されているのに対 して,後 者の
条文 には 「設定 する ことがで きる」(gebildetwerdendUrfen)とい う表現 にな って いる。 この こ
とか ら,こ れ らの引 当金 につい て消極側(貸:方)計 上選択権か ら計上義務 に変更にな ったか否かが
問題 にな るか もしれない。 しか し,な ん とい って も,1985年商法典の 引当金規定の1965年株式法









量権 を利用 して認 め ることに した。1965年株式法が費用性 引 当金 につい て修繕 または土砂 除去の た
めの引当金な どを例外的に認 めていた。 また,新 商法 典が大規模修繕 引当金 を限定的に認 め ようと
した政府草案 に対 して,費 用性 引当金全般 を認めてい る。 これ らの ことか ら考 えてみて,新 商法 典
が旧株式法 に くらべ て動態観に立 ってい ることは確かであ る。 しか し,新 商法典 が全面 的に動態観
に立 ってい るか どうかは検討 して み る必要 があろ う。
引当金 に関 する基本的見解は,結 局,ど の ような理論的な背景 か ら貸借対 照表 を考 察す るかに よ
　
って決 まる。 すなわ ち,そ の論者 の貸借対照表 観に よって決 まる。動的貸借対照表観 の支持者 に と
ってみ れば,費 用性 引当金 を設定 す ることに総 じて異論はない。動態観 に よれば,引 当金 は,元 来,
その原 因が存在 す る期の費用 として理解 され るべ き もの であ る。外部 に対す る義務 の存在 な どとい
うもの は動態観 に よれば引 当金 の必須 の条件 にはな らないのであ る。 これに対 して,静 態 的貸借 対
照表観 に よれば,貸 借対照表 の 目的は財産 と資本 の在 高 を決算に際 して正 し く把握 す ることにあ る
と見 られるので,引 当金 の設定は負債 の完全 表示の ために,そ の存在 ない し金額 が未確定 であ るゆ
えに債務 として記帳 されない負債 を把握 す るとい う役割 をもつ とい うことにな る。 したが って,静
態 観に よれば,引 ,当金 の本質 は第三者 に対す る義務 に限定 され る ことになる。 また,経 過年度 の費
用 の把握 には役立 つが,第 三者 に対す る義務 にな らない引当金は静態観 に よれば原則的 に認め られ
　
ない ことになる。すなわち,費 用性 引当金 の厳 密な容 認に賛成 す るか反対す るかは貸借対照表観 の
違 いにかかわ る問題 である。
1965年株式法 の もとでは,費 用性 引当金 は当年 度 に中止 した修 繕 ない し土砂除 去につい ての引当
金 を除 いてその設定 が禁止 されていた。 この禁 止規定 について解釈の不一致 は存在 してお らず,費
用性 引当金 についての議論 は もっぱ ら上記 の引 当金について貸方 計上義務か貸方計上選択権 か をテ
ーマに して行わ れた。 この株式法 の規定 には上記 の費用性 引当金 につい て債 務性 の引 当金 と同 じよ
うに 「設定 す ることができる」 とな っていたが,動 態観を支持 す る人 々か らは貸方計上義務 があ る
　








たの を受 けて,そ れを明確 に した ことに よるの であ る。すなわ ち,債 務性 の引 当金については 「設
定 しなければな らない」 とい う貸方計上義務 を明記 したのに対 して,費 用 性引 当金については 「設
定 する;と ができる」』として貸方計 上選択権 しか認めないのは旧株式法 か ら受 け継 だ思考であ る。
商法典第246条1項 は 「年度決算書 は,法 律上 の別段 の定 めがないかぎ り,す べての資産,負 債,











制度 会計論者 のほ とん どは 自分 自身 は動態 論者 であ る と考 えてい る。 しか し,引 当金 につい て論
ずるときに全面 的に動態的 思考 に立 ってい るか どうか疑 わ しい。多少 な りとも静態的 思考 に引きづ
られてい る所 が見 られ る。
昭和49年 の企業会計 凍則 は注解 ・注18に 「負債1生引当金」 について 「将来 において特定 の費用
(又は収益 の控 除)た る支 出が確実 に起 る と予想 され,当 該支 出の原 因 とな る事実 が当期に お い て
既に存在 して……」 と規定 してい た。 この規定は,引 当金 を費用 の予見 として とらえてい る点 にお
いて動態 的貸借対照表観 に立 ってい ることは確か である。 しか し,多 くの論者は この 「負債性 引当
金」がいかに レて負債 で あるか を説 明 してい た。 た とえば,次 の ように述べ られ て い た。「これ ら
ゆ
はいずれ も将来におい七支出すべ き金額 を示 してお り,債 務 をあ らわ してい る。」,「引当金 の 多 く
は,従 業員,顧 客,そ の他 の債務者 に対 して,将 来 ある条件 がそろ うことに よって支払 わなければ
　
ならない金額を示し,法 律上の債務に相当する。」 とか 「負債性引当金は……法律上の債務である
条件付債務や金額不確定債務の性格を有するもののみならず,期間損益計算を目的とする会計上設
　ゆ
けられ る負債性 の引当金 を含 む概念 であ る。」 と述べ られていた。 金額未確定債務 に対 する引 当金
は,先 に見 た よ=うに,静 的貸借対照表 観に支え られてい る引当金で あ って,「負 債性 引 当金」 を問
題 にする ときにな ると,動 態 論者 も時 として静態的 思考 に引きづ られて しまってい る。
昭 和57年修;正の現在 の企業会計原則注解 ・注18は 「引 当金」について 「将来の特定の費用又 は
損失 であ って,そ の発生 が当期以前 の事象に起因 し,… …」 と規定 して い る。 この文言 の不備 な点
については拙稿 「引当金 会計論(1)～(8)」で何度か述べ てきたが,こ の規定 は 「負債性」 に こだわ っ
ていない点 に おいて動態 的貸借 対照表観 に合致 する。 この修正 に よって,引 当金 は評価性 引当金 と
負 債性引 当金 とが統 一 して規定 され るこ とにな ったが,「 評価性 ・負債 性 とい う分 類 に代 って実務
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的に重要性 を持 つ ようにな ったのは,① 法律上の債務た る引当金 と ② 債務 でない引当 金 とい う
画
区別であ る。」 としてあいか わ らず引当金の債務性 が問題に されてい る。
すでに,「引当金 会計論(3)」で指 摘 した ように,引 当金がた とえ 「負債性 引当金」 と い わ れ てい
る ものであ って も負債 としての性 質 な どはない。修 繕引当金は企業会計原則 が負債性 引当金の設定
要件 として 「将来 の支 出」 をあげていた ときには例示か ら外 され,企 業会計原期が この要件 を取 り
外 した ときには例示 に復帰 した引当金 であ る。 わが国の引当金会計論に担いては この修繕 引当金は
例示か ら外 され た とぎ も例示 に復帰 したあ と も負債性 引当金 として異論 のない項 目と見 られてい る。
しか し,修 繕 引 当金は,ド イツでは債務性 は問われ ていない引 当金 であ って,費 用性 引当金 の代表
例 であ る。 引当金について,無 理 に 「負債 としての性 質」 を見い出 そ うとす るのは静態的貸借対照
表観 に根 ざす ものであ る。 これは反省 すべ き点 であろ う。
注(1)StefanKraus,R廿ckstellungeninderHandels-undSteuerbilanz,1987,S.6.
(2}1931.年の 株 式 法 の 条 文 はS・chtir/PrionのBuchhaltungundBilanz・6Aufiage・1932・の 付 録 に 収 録


































㈲ 本 文 で 紹 介 し た 財 政 裁 判 所 の 判 決 は 上 に 掲 げ たStefanK:rausの 著 書 ま た はErichStreitの 著 書 に 示














㈲ 慶 応 義 塾 大 学 商 法 研 究 会 訳 「西 独 株 式 法 」1969年,275頁 。














69)染 谷 恭 次 郎 『現 代 財 務 会 計(増 補 改 定 版)』 中 央 経 済 社,1986年,147頁 。
⑯ 同 上,147頁 。
(6D會 田 義 雄r現 代 株 式 会 社 会 計 』.同 文 舘1981年,70頁 。
㈱ 中 村 忠 ・r財務 会 計 論 』 国 元 書 房1984年,169頁 。
